
平成30年度
納期限

第1期 7月31日（火）

第2期 8月31日（金）

第3期 10月　1日（月）

第4期 10月31日（水）

第5期 11月30日（金）

第6期 1月　4日（金）

第7期 1月31日（木）

第8期 2月28日（木）

高額療養費とは、ひと月に医療機関に支払った医療費が高額になった場合、自己負担限度額を超えた部分を払い戻す
制度です。上限額は、個人や世帯の所得に応じて決まっています。

平成30年8月1日より現役並み（3割負担）の方の所得区分が細分化され、限度額も引き上げられます。

○高額療養費の上限額が変わります

高額医療・高額介護合算療養費制度とは、医療と介護両方の負担が長期にわたって継続的に重複している世帯の、家計への負担軽減
を図るために設けられた制度です。

毎年8月1日から翌年7月31日までの1年間に国民健康保険または後期高齢者医療保険と介護保険の両方で自己負担額がある世帯の
うち、自己負担の合算額から下表の自己負担限度額を差し引いた金額が501円以上となった場合、限度額を超えた部分が「高額医療・高
額介護合算療養費」として支給されます。該当する方は１年ごとに申請が必要です。

※対象者に平成29年度申請書（計算期間：平成29年８月１日から平成30年7月31日まで）を平成31年1月頃発送予定です。

平成30年8月診療分から制度の見直しにより所得区分が細分化され自己負担限度額（年額）が変わります。

○高額介護合算について

課税所得145～690万円未満（現役Ⅰ、Ⅱ）の方はご注意ください。
平成30年8月以降、ひと月にひとつの医療機関での支払いが高額になる可能性がある方は、市窓口にて、「限度額適用

認定証」の交付を申請してください。
※「限度額適用認定証」が提示されない場合、医療機関での支払額が高額になる場合があります。ただし、その場合でも、

上限額を超えて支払われた額を後日払い戻すよう申請することができます。

○限度額適用認定証について

自己負担限度額
●平成29年8月診療分から平成30年7月診療分まで

　保険料は、被保険者が等しく負担する「均等割額」と被保険者の平成29年中の所得に応じて決まる「所得割額」の合計額
となります。被保険者の方には、７月中旬に保険料額決定通知書を送付します。
　なお、高齢者と若者の世代間の負担の公平化を図るために制度が見直されています。負担能力に応じた御負担をいただく
必要があるため、一部の方の均等割額と所得割額が変わります。皆様の御理解をお願いします。

※保険料の賦課期日は、4月1日です。ただし、年度途中に被保険者資格を取得した方の賦課期日は、資格取得日となります。
※基礎控除後の総所得金額等とは、総所得金額および山林所得並びに他の所得と区分して計算される所得の合計額から

基礎控除(33万円)のみを控除した額のことです。
●後期高齢者医療保険料は国民健康保険税（料）が年金天引きや口座振替になっていた方でも、最初は納付書での支払いに

変わります。その後、特別徴収の要件を満たす方については、納付方法が年金天引きに変わります。

年間の保険料額を確定し、確定額から仮徴収された額を差し引いた額をもとに10月、12月、2月支給分の年金から天引きします。

保険料の計算方法

①  納付書または口座振替により納付される方（普通徴収）
年間の保険料額を8期に分けて納付していただきます。

②  平成30年10月支給分の年金から保険料の天引きが開始される方
7月から9月までは、納付書または口座振替により保険料を納付していただき、10月、12月、2月支給分の年金から残り
の保険料が天引きされます。

　保険料を年金から天引きされている方で、口座振替による納付をご希望の方は、下記にご注意のうえ、国保・健康課また
は各支所・生活環境課窓口へお申し出ください。
※　納付方法を口座振替に変更しても、納付していただく年間の保険料額は、変わりません。
※　市指定金融機関等に口座振替依頼書を提出していただき、その本人控をご持参のうえ、
　市担当課窓口で納付方法の変更をお申し出ください。

被保険者証等を受け取ったら
　被保険者証等に記載されている内容に間違いがないか確認して
ください。記載内容に相違がある場合は、お手数ですが、国保・健
康課へお申し出ください。

有効期限の切れた被保険者証の返還
　現在お持ちの被保険者証は、8月1日以降使用できませんので、
国保・健康課までお返しいただくか、ご自身で破棄をお願いします。

1 平成30年4月、6月支給分の年金から保険料が天引き（仮徴収）された方
（8月支給分の年金からも保険料が天引きとなります。4、6月の保険料額と同額です。）

2 1以外の方

◆納付方法の変更について◆

【表面】・両端がオレンジ色から黄緑色に変更
古い被保険者証との主な変更点

【問】 国保・健康課 ☎（0879）52-2514
　　香川県後期高齢者医療広域連合事務局 ☎（087）811-1866

【問】国保・健康課　☎(0879)52-2514　香川県後期高齢者医療広域連合事務局　☎(087)811-1866

【問】国保・健康課 　☎（0879）52－2514

年間保険料
(限度額62万円) ＝ ＋

均等割額
47,300円

所得割額
基礎控除後の総所得金額等×所得割率9.26％
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75歳の誕生日を迎えた月(1日生まれの方を除く。)は、誕
生日前の医療保険と後期高齢者医療保険の2つの制度に
またがるため、自己負担限度額は、表中の限度額の半額に
なります。
過去12か月以内に高額療養費(外来+入院)の支給を3回
以上受けている場合、4回目からの限度額は〈　〉内の限
度額に変わります。
1年間(8月から翌年7月)のうち、一般区分、区分Ⅰまたは
区分Ⅱであった月の外来の自己負担については、合計して

【144,000円】が年間の上限額となります。

自己負担限度額(月額)※1

区分 個人の限度額
(外来のみ)

57,600円

14,000円
【144,000円】※3

8,000円

世帯の限度額
(外来+入院)

80,100円+
(10割分の医療費-267,000円)×1%

〈44,400円〉※2

57,600円
〈44,400円〉※2

24,600円
15,000円

現役
並み

一 般

区分Ⅱ
区分Ⅰ

●平成30年7月診療分まで
自己負担限度額（年額）区分

19万円

現役並み
56万円一 般
31万円

67万円

区分Ⅰ
区分Ⅱ

●平成30年8月診療分から

　「区分Ⅰ」、「区分Ⅱ」に該当する方には、申請により「限度額適
用・標準負担額減額認定証」を発行します。
　また、「現役Ⅰ」、「現役Ⅱ」に該当する方には、「限度額適用認定
証」を発行します。
　この認定証を保険証と一緒に医療機関の窓口へ提示していただ
くと、窓口でのお支払いが表中の自己負担限度額までになります。

自己負担限度額（月額）※1
区分

個人の限度額(外来のみ)

18,000円
【144,000円】※3

8,000円

世帯の限度額(外来+入院)
252,600円+

(10割分の医療費-842,000円)×1%
〈140,100円〉※2

167,400円+
(10割分の医療費-558,000円)×1%

〈93,000円〉※2

80,100円+
(10割分の医療費-267,000円)×1%

〈44,400円〉※2

57,600円
〈44,400円〉※2一 般

24,600円
15,000円

区分Ⅱ
区分Ⅰ

現
役
並
み

現役Ⅲ
課税所得

690万円以上（ ）
現役Ⅱ

課税所得
380万円以上（ ）
現役Ⅰ

課税所得
145万円以上（ ）

●平成30年8月診療分から
自己負担限度額（年額）区　分

141万円
67万円
56万円
31万円
19万円

現
役
並
み

現役Ⅲ(課税所得690万円以上)

現役Ⅱ(課税所得380万円以上)

現役Ⅰ(課税所得145万円以上)

212万円

一 般

区分Ⅰ
区分Ⅱ

限度額適用・標準負担額減額認定証とは医療機関等の窓口に提示することにより、窓口で一部負担金や入院の際の食事代が減額され
るものです。

平成30年度の住民税が非課税の世帯に属する方は、申請により8月1日以降適用の「限度額適用・標準負担額減額認定証」が交付され
ます。

○限度額適用・標準負担額減額認定証について

・被保険者証　・印鑑　・マイナンバーカード等個人番号が確認できるもの
・本人または世帯員が平成30年1月1日に市内に在住していない場合、その方の平成30年度の非課税証明書または平成30年度住民税・課税所得証明書

○手続きに必要なもの

平成30年７月31日まで有効の限度額適用認定証をお持ちの方には、平成30年6月に更新案内文を郵送します。
平成30年8月以降も限度額適用認定証が必要な方は、国保・健康課または各支所・市民課で更新手続きをしてください。

◇有効期限が平成30年7月31日までの「国民健康保険限度額適用認定証」または「国民健康保険限度額適用・標準負担額減額認定証」
の交付を受けられていた方へ

平成30年度について、対象者の要件を満たす方には、新たな「限度額適用・標準負担額減額認定証」を７月下旬に郵送しますので、新た
に手続きをしていただく必要はありません。（世帯に所得未申告の方がいる場合は、申告したのち、市窓口での申請が必要になります。）

区分Ⅱの方が、新たに91日以上の入院があった場合は、「被保険者証」、「印鑑」、「現在お持ちの限度額適用・標準負担額減額認定証」、
「入院日数を確認できる領収書等」をお持ちのうえ、再度申請をしていただく必要があります。

◇平成29年度（平成29年8月1日～平成30年7月31日）に「後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減額認定証」の交付を受けられていた方へ

平成30年度 後期高齢者医療保険料額が決定されます。平成30年度 後期高齢者医療保険料額が決定されます。

　現在、被保険者の皆様がお持ちの被保険者証は、７月末で有効期限が満了となります。
　そのため、8月からご使用いただく新たな被保険者証を全ての被保険者に７月中旬以降『特定記録郵便』

（黄色の封筒）でお届けします。
　※ ７月下旬以降、被保険者証がお手元に届かない場合は、配達状況を確認しますので、国保・健康課へお申

し出ください。
　※ 香川県後期高齢者医療広域連合から、住民票に記載されている住所地へ送付します。送付先の変更等

の個別対応は致しかねますので、住所地以外への送付をご希望の方は、事前にお近くの郵便局へ転送の
届出を行ってください。

被保険者証
　カードサイズで色は、『黄色で左右の端に黄緑のライン』です。紛失等には十分ご注意ください。
　※ 宛名等を記載している台紙から、被保険者証部分をはがし取ってご使用ください。

  後期高齢者医療被保険者証の送付について
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